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序 文 

目的 

「化学物質の初期リスク評価書」は、独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構か

ら委託された化学物質総合評価管理プログラムの一環である「化学物質のリスク評価及びリス

ク評価手法の開発」プロジェクトの成果である。このプロジェクトは、「特定化学物質の環境へ

の排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律」 (化学物質排出把握管理促進法) の対

象化学物質を中心に有害性情報、排出量等の暴露情報など、リスク評価のための基礎データを

収集・整備するとともに、これらを利用したリスク評価手法を開発し、評価するものである。 

「化学物質の初期リスク評価書」では、環境中の生物及びヒト健康に対する化学物質のリス

クについてスクリーニング評価を行い、その結果、環境中の生物あるいはヒト健康に悪影響を

及ぼすことが示唆されると判断された場合は、その化学物質に対して更に詳細な調査、解析及

び評価等の必要とされる行動の提案を行うことを目的とする。 
 

初期リスク評価の対象 

化学物質排出把握管理促進法第一種指定化学物質のうち、生産量、環境への排出量及び有害

性情報などを基に選択した化学物質を初期リスク評価の対象とする。環境中の生物への影響に

ついては、有害性評価手法が国際的に整えられている水生生物を対象とする。ヒト健康への影

響については、我が国の住民を対象とし、職業上の暴露は考慮しない。 
 
公表までの過程 

財団法人 化学物質評価研究機構及び独立行政法人 製品評価技術基盤機構が共同して評価書

案を作成し、有害性評価 (環境中の生物への影響及びヒト健康への影響) については外部の有

識者によるレビューを受け、その後、経済産業省化学物質審議会管理部会・審査部会安全評価

管理小委員会の審議、承認を得ている。また、暴露評価及びリスク評価については独立行政法

人 産業技術総合研究所によるレビューを受けている。本評価書は、これらの過程を経て公表し

ている。 

初期リスク評価書 Ver. 0.1 
 有害性評価 暴露評価 リスク評価 

 
 

なお、本評価書の作成に関する手法及び基準は「化学物質の初期リスク評価指針 Ver. 1.0」及

び「作成マニュアル Ver. 1.0」として、ホームページ (http://www.nite.go.jp/) にて公開されてい

る。 

初期リスク評価書 Ver. 0.4  
(原案) 暴露評価 リスク評価 有害性評価 

初期リスク評価書 Ver. 1.0 
(公表版) 

経済産業省 委員会

審議・承認

暴露評価 

レビュー レビュー

有害性評価 リスク評価 
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要    約 

 

 酢酸 2-メトキシエチルは、無色の液体であり、水と自由に混和し、水中からは揮発しにくい

性質を有する物質である。 

酢酸 2-メトキシエチルの主な用途としては、電子材料洗浄用、印刷インキ、塗料、接着剤等

の溶剤があり、2002 年の国内使用量は約 900 トンであった。2002 年度の PRTR データによると、

酢酸 2-メトキシエチルは 1 年間に全国合計で、大気へ 23 トン、公共用水域へ 180 kg 排出され

ると推定され、環境への主たる排出経路は、塗装工程、接着工程等における大気への排出と考

えられる。 

酢酸 2-メトキシエチルは一般的な水環境中で加水分解され、好気的条件では良分解性である。

したがって、酢酸 2-メトキシエチルが河川水等の環境中に排出された場合、主として加水分解

及び生分解により消失すると推定される。また、酢酸 2-メトキシエチルの生物濃縮性は低いと

推定される。 

 

酢酸 2-メトキシエチルの濃度として、公共用水域中で測定されている。大気、飲料水、食物

中濃度は調査した範囲では入手できなかった。1986 年度の公共用水域中濃度の調査では、いず

れの測定地点においても不検出であった。また、数理モデルを用いて大気中及び河川水中濃度

の推定を行った結果、大気中濃度は 0.30μg/m3、河川水中濃度は 0.11μg/Lであった。 

酢酸 2-メトキシエチルの河川水中濃度の測定結果は測定年度が古いため、水生生物に対する

リスク評価を行うための推定環境濃度 (EEC) として、PRTR データと数理モデルによる推定値

0.11μg/L を用いた。 

 また、ヒトが酢酸 2-メトキシエチルに暴露する経路としては、呼吸による大気からの吸入暴

露、飲料水及び食物を摂取することによる経口暴露が主として考えられる。酢酸 2-メトキシエ

チルの大気中濃度の推定値 (0.30μg/m3)、河川水中濃度の推定値 (0.11μg/L) 及び魚体内濃度

の推定値 (0.035μg/kg) から、ヒトの体重 1 kgあたりの 1 日推定摂取量はそれぞれ 0.12μg/kg/

日 (吸入経路) 及び 0.0045μg/kg/日 (経口経路) と推定した。 

 

酢酸 2-メトキシエチルの環境中の水生生物への有害性に関して、藻類、甲殻類及び魚類のう

ち、藻類と甲殻類について急性及び長期毒性試験結果が得られており、魚類については急性毒

性試験のみ得られた。急性毒性試験の最小値は魚類であるインランドシルバーサイドに対する

96 時間LC50 の 40 mg/Lであり、長期毒性試験の最小値は、甲殻類であるネコゼミジンコ属の一

種に対する繁殖を指標とした 7 日間EC10の 0.06 mg/L であった。この長期毒性試験の値とEEC 

0.11μg/Lを用いて暴露マージン (MOE) を算出した結果、MOEは 550 で、この値は毒性試験に

関する不確実係数積 50 より大きく、現時点では酢酸 2-メトキシエチルが環境中の水生生物に

悪影響を及ぼすことはないと判断する。 

 

 酢酸 2-メトキシエチルは、皮膚、肺及び消化器官から容易に吸収され、その後速やかにエチ

レングリコールモノメチルエーテル (EGME) 及び酢酸に加水分解されることから、EGME と

同様の生体内運命を示すと考えられる。EGME は更に代謝され、主として尿中に排泄される。

 iii



尿中の主な代謝物として、メトキシ酢酸、N-メトキシアセチルグリシン、エチレングリコール

が検出されている。 

 実験動物に対する反復投与毒性試験結果では、雄の ICR マウスを用いた 5 週間強制経口投与

試験において、血液系及び雄の生殖器系への影響を指標とした NOAEL が 250 mg/kg/日 (換算

値 180mg/kg/日) であった。吸入暴露によるリスク評価に必要な試験報告は調査した範囲では入

手できなかった。 

 生殖・発生毒性については、ICR マウスの妊娠 6～13 日目に 0、1,225 mg/kg を経口投与した

試験で、母動物の体重に影響はみられなかったが、全ての母動物の子宮内で吸収胚がみられた

という報告がある。 

遺伝毒性では、in vitro の復帰突然変異試験、染色体異常試験及び姉妹染色分体交換試験の高

用量では陽性を示しているが、in vivo の染色体異常試験及び小核試験では陰性の結果が得られ

ており、現時点では酢酸 2-メトキシエチルが遺伝毒性を有するかどうか判断できない。 

また、発がん性に関する報告は得られなかったことから、現時点では発がん性の有無を判断

できない。 

 ヒトの推定摂取量と実験動物の反復投与毒性試験より得られた無毒性量を用いて MOE を算

出した結果は 40,000,000 (経口経路) 及び 1,500,000 (全経路) であり、リスク評価に用いた毒性

試験データに関する不確実係数積算 1,000 より大きく、酢酸 2-メトキシエチルは現時点ではヒ

ト健康に悪影響を及ぼすことはないと判断する。 

なお、酢酸 2-メトキシエチルは代謝の初期段階で EGME を生成することから、反復投与毒性

試験に対して参考として EGME の無毒性量を用いて MOE を算出した結果は 80,000 (吸入経路) 

であり、毒性試験データに関する不確実係数積 500 より大きい。また、生殖・発生毒性に対し

て参考として EGME の無毒性量を用いて MOE を算出した結果は 38,000 (吸入経路)及び

5,600,000 (経口経路) であり、それぞれの不確実係数積 100 及び 1,000 と比較して大きい。 

 

 以上のことから、現時点の環境中濃度において酢酸 2-メトキシエチルは環境中の水生生物及

びヒト健康に悪影響を及ぼすことはないと判断する。 
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1．化学物質の同定情報 

1.1 物質名 : 酢酸 2-メトキシエチル 

1.2 化学物質審査規制法官報公示整理番号 : 2-740 

1.3 化学物質排出把握管理促進法政令号番号 : 1-103 

1.4 CAS登録番号 : 110-49-6 

1.5 構造式  

CH3C O

O

CH2 CH2 O CH3 

 

1.6 分子式 : C5H10O3 

1.7 分子量 : 118.13 

 

 

2．一般情報 

2.1 別 名 

エチレングリコールモノメチルエーテルアセテート、2-メトキシエチルアセテート、メチ

ルセルソルブアセテート、メチルグリコールアセテート 

 

2.2 純 度 

99 %以上 (一般的な製品)    (化学物質評価研究機構, 2004) 

  

2.3 不純物 

エチレングリコールモノメチルエーテル (一般的な製品) (化学物質評価研究機構, 2004) 

 

2.4 添加剤又は安定剤 

無添加 (一般的な製品)    (化学物質評価研究機構, 2004) 

 

2.5 現在の我が国における法規制 
化学物質排出把握管理促進法：第一種指定化学物質 

消防法：危険物第四類第二石油類 

労働安全衛生法：危険物引火性の物、名称等を通知すべき有害物 

海洋汚染防止法：有害液体物質 C 類 

船舶安全法：引火性液体類 

航空法：引火性液体 

港則法：引火性液体類 

 

 



3．物理化学的性状 

外 観:無色液体      (Merck, 2001) 

融 点: -65.1℃      (Merck, 2001) 

沸 点: 145℃      (Merck, 2001) 

引 火 点: 45℃ (密閉式)     (IPCS, 2003) 

            49℃ (密閉式)     (NFPA, 2002) 

発 火 点: 380℃      (IPCS, 2003) 

            392℃      (NFPA, 2002) 

爆 発 限 界: 1.5～12.3 vol % (93℃、空気中)         (IPCS, 2003; NFPA, 2002) 

比   重: 1.0067 (20℃/20℃)     (Merck, 2001) 

蒸 気 密 度: 4.07 (空気＝1、計算値) 

蒸 気 圧: 900 Pa (20℃)     (Verschueren, 2001) 

分 配 係 数: ｵｸﾀﾉｰﾙ/水分配係数 log Kow＝0.10 (推定値)  (SRC:KowWin, 2004) 

解 離 定 数:解離基なし 

スペクトル:主要マススペクトルフラグメント 

m/z 43 (基準ピーク＝1.0)、45 (0.48)、58 (0.42)   (NIST, 1998) 

吸 脱 着 性:土壌吸着係数 Koc＝1    (SRC:PcKocWin, 2004) 

溶 解 性:水：混和      (Merck, 2001) 

一般的な有機溶媒：混和    (Merck, 2001) 

ﾍ ﾝ ﾘ ｰ定 数: 0.276 Pa･m3/mol (2.72×10-6 atm･m3/mol) (25℃、測定値) (SRC:HenryWin, 2004) 

換 算 係 数:(気相、20℃) 1 ppm＝4.91 mg/m3、1 mg/m3＝0.204 ppm (計算値) 

 

 

4．発生源情報 
4.1 製造・輸入量等 

酢酸 2-メトキシエチルの 1998 年度の製造･輸入量は 100～1,000 トンの範囲となっている (通

商産業省, 1999)。 ただし、ここでの製造量は出荷量を意味し、自家消費分を含んでいない。 

また、別途調査したところ、酢酸 2-メトキシエチルの 1998 年から 2002 年までの 5 年間の国

内使用量 (推定値) は表 4-1の通りであった (製品評価技術基盤機構,2004)。 

 

表 4-1 酢酸2-メトキシエチルの国内使用量 (トン) 
年 1998 1999 2000 2001 2002 

国内使用量 800 1,100 1,100 800 900 
(製品評価技術基盤機構, 2004) 

 
 

4.2 用途情報 

酢酸 2-メトキシエチルの用途及びその使用割合は表 4-2 の通りである (製品評価技術基盤

機構, 2004)。 

酢酸 2-メトキシエチルは主に、電子材料洗浄用、印刷インキ、塗料の溶剤として使用される。
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また、「化学物質管理促進法 PRTR・MSDS 対象物質全データ(改訂版)」によると接着剤の溶剤

としても使用されている (化学工業日報社, 2001)。 

 

表 4-2 酢酸2-メトキシエチルの用途別使用量の割合 

用途 
割合 

(%) 
電子材料洗浄用 70 
印刷インキ 20 溶剤 

塗料 10 
合計 100 

 (製品評価技術基盤機構, 2004) 

 

 

4.3 排出源情報 

4.3.1 化学物質排出把握管理促進法に基づく排出源 

化学物質排出把握管理促進法に基づく「平成 14 年度届出排出量及び移動量並びに届出外排出

量の集計結果」(経済産業省, 環境省, 2004a) (以下、「2002 年度 PRTR データ」という。) によ

ると、酢酸 2-メトキシエチルは 1 年間に全国合計で届出事業者から大気へ 23 トン、公共用水

域へ 180 kg 排出され、廃棄物として 67 トン移動している。土壌への排出及び下水道への移動

はない。また届出外排出量としては対象業種の届出外事業者、非対象業種、家庭及び移動体か

らの排出量は推計されていない。 

 

a. 届出対象業種からの排出量と移動量 

2002 年度 PRTR データに基づき、酢酸 2-メトキシエチルの届出対象業種別の排出量と移動量

を表 4-3 に示した (経済産業省, 環境省, 2004a,b)。 

 届出対象業種からの酢酸 2-メトキシエチルの排出量のうち、ほとんどは化学工業からの大気

への排出である。また、業種合計では、環境への排出量より廃棄物としての移動量のほうが 3

倍多い。 
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表 4-3 酢酸 2-メトキシエチルの届出対象業種別の排出量及び移動量 

(2002年度実績)(トン/年) 

届出 届出外 
届出と届出外の 

排出量合計 

排出量 移動量 
業種名 

大気 水域 土壌 下水道 廃棄物

排出量 

(推計) 
排出計2) 割合 

(%) 

化学工業 19 ＜0.5 0 0 4 － 19 85 

繊維工業 1 ＜0.5 0 0 54 － 1 2 

電気機械器具製

造業 
＜0.5 0 0 0 6 － ＜0.5 1 

プラスチック製

品製造業 
＜0.5 0 0 0 ＜0.5 － ＜0.5 0 

その他の製造業1) 3 0 0 0 2 － 3 12 

合計2) 23 ＜0.5 0 0 67 － 23 100 

(経済産業省, 環境省, 2004a,b) 
1)「その他」には、上記以外の届出対象業種の合計排出量を示した。 
2) 四捨五入のため、表記上、合計があっていない場合がある。 
0.5 トン未満の排出量及び移動量はすべて「＜0.5」と表記した。 
－: 推計されていない。 

 

 

b. 非対象業種、家庭及び移動体からの排出量 

2002 年度 PRTR データでは、酢酸 2-メトキシエチルの非対象業種、家庭、移動体からの排出

量は推計対象となっていない。 

 

4.3.2 その他の排出源 

塗料、接着剤といった消費者製品からの排出の可能性が考えられるが、2002 年度 PRTR デー

タでは、酢酸 2-メトキシエチルの家庭からの排出量は推計対象となっていない (経済産業省, 

環境省, 2004b)。 

 

4.4 環境媒体別排出量の推定 

各排出源における酢酸 2-メトキシエチルの環境媒体別排出量を表 4-4 に示した (経済産業

省,環境省, 2004a,b)。 

2002 年度 PRTR データに基づく届出対象業種の届出外事業者からの排出量、非対象業種、家

庭及び移動体からの排出量が推計されていないため、排出経路は届出対象業種による排出によ

るものである。 
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表 4-4 酢酸2-メトキシエチルの環境媒体別排出量 (2002年度実績)(トン/年) 
排出区分 大気 水域 土壌 

対象業種届出 23 ＜0.5 0 
(経済産業省,環境省, 2004a,b)  
0.5 トン未満の排出量はすべて「＜0.5」と表記した。 

 

 

また、水域への 180 kg (表中では＜0.5) の排出量については、いずれの届出事業所からも排

水の放流先が河川と届出されているため、すべて河川への排出となる。 

 

4.5 排出シナリオ 

「日本化学工業協会のレスポンシブル・ケアによる PRTR の実施について－2003 年度化学物

質排出量調査結果－ (2002 年度実績)」によると、2002 年における製造段階での酢酸 2-メトキ

シエチルの水域への排出量は 180 kg、大気及び土壌への排出量への排出はないと報告されてい

る (日本化学工業協会, 2003)。この調査は日本化学工業協会加盟企業のうち化学工業製品を製

造・使用していると考えられる企業を対象として実施され、環境への排出量・移動量は、製造

段階と使用段階とに分けて把握されている (日本化学工業協会, 2003)。 

また、酢酸 2-メトキシエチルは電子材料洗浄用、印刷インキ、塗料の溶剤や接着剤に使用さ

れているという用途情報から、排出量の多くは、塗装工程、接着工程等の使用段階における大

気への排出と考えられる。 

 

 

5．環境中運命 

5.1 大気中での安定性 

a. OH ラジカルとの反応性 

対流圏大気中では、酢酸 2-メトキシエチルとOHラジカルとの反応速度定数は 9.72×10-12 cm3/

分子/秒 (25℃、測定値) である (SRC:AopWin, 2004)。OHラジカル濃度を 5×105～1×106 分子

/cm3とした時の半減期は 1～2 日と計算される。 

 

b. オゾンとの反応性 

調査した範囲内では、酢酸 2-メトキシエチルとオゾンとの反応性に関する報告は得られてい

ない。 

 

c. 硝酸ラジカルとの反応性 

調査した範囲内では、酢酸 2-メトキシエチルと硝酸ラジカルとの反応性に関する報告は得ら

れていない。 
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5.2 水中での安定性 

5.2.1 非生物的分解性 

酢酸 2-メトキシエチルの塩基触媒による 25℃における加水分解速度定数は、0.205 L/mol/秒

と測定されている (Drossman et al., 1988)。この速度定数から計算される加水分解半減期は、pH 7

では 391 日、pH 8 では 39 日である。また、25℃における加水分解半減期は、pH 7 では 305 日、

pH 8 では 30 日と推定されるとの報告もある (SRC:HydroWin, 2004)。水環境中ではゆっくりで

はあるが加水分解され、加水分解生成物としては、酢酸及び 2-メトキシエタノールが推定され

る。 

 

5.2.2 生分解性 

酢酸 2-メトキシエチルは、化学物質審査規制法に基づく好気的生分解性試験では、被験物質

濃度 100 mg/L、活性汚泥濃度 30 mg/L、試験期間 2 週間の条件において、生物化学的酸素消費

量 (BOD) 測定での分解率は 95%であり、良分解性と判定されている。なお、全有機炭素 (TOC) 

測定での分解率は 97%で、高速液体クロマトグラフ (HPLC) 測定での分解率は 100%であった 

(経済産業省, 2002)。 

また、酢酸 2-メトキシエチルは、未馴化の下水由来の微生物を用いた標準希釈法による好気

的生分解性試験では、20℃の 5 日間の条件において、BOD での分解率は 30%であった (Bridie et 

al., 1979)。 

調査した範囲内では、酢酸 2-メトキシエチルの嫌気的生分解性測定に関する報告は得られて

いない。しかし、加水分解生成物 (5.2.1 参照) については次の報告がある。2-メトキシエタノー

ルについては、未馴化の微生物を用いた嫌気的条件下での分解半減期は 28～112 日との報告が

ある (Howard et al., 1991)。また、酢酸については、7 日間の嫌気的条件下での生分解性試験で

溶存有機炭素 (DOC) 測定での分解率は 99%との報告がある (Kameya et al, 1995)。 

以上のことから、酢酸 2-メトキシエチルは好気的条件下では生分解され、嫌気的条件下でも

ゆっくりではあるが生分解されると推定される。 

 

5.2.3 下水処理による除去 

調査した範囲内では、酢酸 2-メトキシエチルの下水処理による除去に関する報告は得られて

いない。 

 

5.3 環境中分布推定 

酢酸 2-メトキシエチルが、大気、水域又は土壌のいずれかに定常的に排出されて定常状態に

到達した状態、すなわち、大気、水域、土壌及び底質間の移動、系外への移動・分解などによ

る減少が釣り合った後に残存している酢酸 2-メトキシエチルの環境中での分布をフガシティモ

デル・レベルIII (Mackay et al., 1992) により推定した (表 5-1)。なお、環境への排出は、大気、

水域及び土壌の各々に個別に排出される 3 つのシナリオを設定した (化学物質評価研究機構, 

2001)。 

酢酸 2-メトキシエチルが大気に排出された場合は土壌に約 5 割、水域に約 4 割、大気に約 1

割分布し、水域に排出された場合は主として水域に分布し、また、土壌に排出された場合は土
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壌に 6 割強、水域に約 3 割分布するものと推定される。 

 

表 5-1 酢酸2-メトキシエチルのフガシティモデル・レベルIIIによる環境中分布推定結果 
分布 (%) 

シナリオ 
大気 水域 土壌 底質 

シナリオ 1 
(大気中に 100%排出) 

10.5 40.7 48.6 0.2 

シナリオ 2 
(水域中に 100%排出) 

0.0 99.6 0.0 0.4 

シナリオ 3 
(土壌中に 100%排出) 

0.1 32.8 67.0 0.1 

(化学物質評価研究機構, 2001) 

 

 

5.4 環境水中での動態 

酢酸 2-メトキシエチルの蒸気圧は 900 Pa (20℃) であり、水には混和し、ヘンリー定数は 0.276 

Pa･m3/mol (25℃) (3 章参照) であるので、水中から大気中への揮散性はやや低いと推定される。

酢酸 2-メトキシエチルの土壌吸着係数Kocの値は 1 (3 章参照) であるので、水中の懸濁物質及び

底質には吸着され難いと推定される。 

以上のこと及び 5.2 の結果より、環境水中に酢酸 2-メトキシエチルが排出された場合は、一

部は加水分解及び揮散により除去される可能性もあるが、主に生分解により除去されると推定

される。 

 

5.5 生物濃縮性 

調査した範囲内では、酢酸 2-メトキシエチルの生物濃縮係数 (BCF) の測定値に関する報告は

得られていない。しかし、酢酸 2-メトキシエチルのBCFはオクタノール/水分配係数log Kowの

値 0.10 (3 章参照) から 3.2 と計算されており (SRC: BcfWin, 2004)、水生生物への濃縮性は低い

と推定される。 

 

 

6．暴露評価 

この章では、大気、公共用水域、飲料水、食物中濃度の測定データの収集、整理及び PRTR

排出量データから大気、河川水中濃度の推定を行い、水生生物のリスク評価を行うための推定

環境濃度 (EEC) と、ヒト健康のリスク評価を行うための吸入経路及び経口経路の推定摂取量

を決定する。 

 

6.1 環境中濃度 

6.1.1 環境中濃度の測定結果 

ここでは、環境中濃度に関する既存の測定報告についての調査を行い、その結果の概要を示

すとともに、暴露評価に用いる濃度の採用候補を選定する。 
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a. 大気中の濃度 

酢酸 2-メトキシエチルの大気中濃度は、調査した範囲では入手できなかった。 

 

b. 公共用水域中の濃度 

酢酸 2-メトキシエチルの公共用水域中濃度として、調査年度は古いが、次のような報告結果

が得られた。 

環境庁による 1986 年度の化学物質環境調査結果を表 6-1 に示す (環境庁, 1987)。この調査

は一般環境中における残留状況を把握するために行われており、すべて不検出 (検出限界 0.2

～0.7μg/L) であった。 

 

表 6-1 酢酸2-メトキシエチルの公共用水域中の濃度 
調査 
年度 水域 検出地点数 

/調査地点数 
検出数 
/検体数 

検出範囲 
(μg/L) 

検出限界 
(μg/L) 

AA-C － － － － 
河川 

D, E, 無指定 0/1 0/3 nd 0.7 1986 
海域 0/9 0/27 nd 0.2-0.7 

    (環境庁, 1987) 
    nd: 不検出 
    －: データなし 
  水域については、2001 年度の調査地点 (国立環境研究所, 2002) を参考に類型分けした。 

 

 

また、酢酸 2-メトキシエチルの底質中濃度として表 6-2 のような調査結果があったので、参

考としてあげておく。 

 

表 6-2 酢酸2-メトキシエチルの底質中濃度 

調査年度 検出地点数 
/調査地点数 

検出数 
/検体数 

検出範囲
(μg/g) 

検出限界 
(μg/g) 

1986 0/10 0/30 nd 0.01-0.12 
                  (環境庁, 1987) 
                  nd: 不検出 
 

 

c. 飲料水中の濃度 

酢酸 2-メトキシエチルの水道水中濃度及び地下水濃度の測定報告結果は、調査した範囲内で

は入手できなかった。 

 

d. 食物中の濃度 

酢酸 2-メトキシエチルの食物中濃度及び魚体内濃度に関する濃度は、調査した範囲内では入

手できなかった。 

 

6.1.2 環境中濃度の推定 

ここでは、数理モデルを用いて大気及び河川の濃度推定を行う。また食物に関する測定結果
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が得られなかったため、魚体内濃度の推定も行う。 

 

a. 大気中濃度の推定 

酢酸2-メトキシエチルの 2002 年度 PRTR データと広域大気拡散モデル AIST-ADMER ver. 

1.01 (産業技術総合研究所, 2003; 東野ら, 2003) を用いて、全国11地域 (北海道、東北、北陸、

関東、中部、東海、近畿、中国、四国、九州、沖縄) の大気中濃度を推定した。 

 

大気への排出量分布の推定 

届出データについては、事業所所在地を排出地点とし、排出地点が特定できない推計値 (対

象業種届出外、非対象業種、家庭、移動体からの排出) については、各種統計データを利用し、

メッシュデータによる排出量分布の推定を行った (製品評価技術基盤機構, 2005)。 

以下に排出量分布の推定に利用した主なデータを示す。 

 
届出外排出量 : 事業所数及び従業員数 (統計情報研究開発センター, 2004a) 
  業種別製品出荷額 (経済産業調査会, 2004) 
非対象業種 : 国土数値情報 土地利用面積 (日本地図センター, 2004) 
家庭 : 世帯数、昼間人口、夜間人口 (統計情報研究開発センター, 2004b) 
移動体 : 地図から作成した道路延長データ 

 

計算条件 

数理モデル  : AIST-ADMER1.01 

計算対象地域 : 全国 (11地域) 5 km×5 kmメッシュ 

年間排出量  : 23 トン (4.4参照)  

計算対象期間 : 1 年 

気象データ  : アメダス気象年報 2002 年 (気象業務支援センター, 2004) 

パラメータ  : 雨による洗浄比 1)   9.0×103 

大気中での分解係数 2)   4.9×10-6 (1/s) 

乾性沈着速度   0 (m/s) 

バックグラウンド濃度  0 (μg/m3) 

 

推定結果 

各地域での推定値を表 6-3 に示す (製品評価技術基盤機構, 2004)。全国の年平均の最大値は、

関東地域における 0.30μg/m3であった。 

                                                        
1) (雨による洗浄比)＝気体定数: 0.82×10-4 (m3・atm/(mol・K))×温度: 298 (K)÷ヘンリー定数: 2.72×10-6 (atm・m3 /mol) 
                  ＝9.0×103

2) (大気中での分解係数)＝OHラジカルとの反応速度定数: 9.72×10-12 (cm3/分子/s)×OHラジカル濃度: 5.0×105 (分子/cm3) 
           ＝4.9×10-6 (1/s) (5.1 参照) 
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表 6-3 酢酸2-メトキシエチルの大気中濃度推定結果 

計算対象地域 最小値 
(μg/m3) 

最大値 
(μg/m3) 

中央値 
(μg/m3) 

北海道 0 1.2×10-4 4.2×10-39

東北 0 3.5×10-8 1.1×10-37

北陸 0 2.0×10-5 7.4×10-30

関東 6.2×10-8 3.0×10-1 1.6×10-4

中部 7.5×10-23 4.3×10-2 5.2×10-6

東海 7.2×10-36 9.0×10-4 1.8×10-6

近畿 5.6×10-39 1.6×10-2 2.6×10-6

中国 0 3.4×10-3 1.8×10-8

四国 0 0 0 
九州 0 1.8×10-4 6.4×10-9

沖縄 0 0 0 

太字は大気中濃度を推定した地域を示す。 

 

 

b. 河川水中濃度の推定 

酢酸2-メトキシエチルの 2002 年度 PRTR データ (届出排出量) から推定した全国における

水域への排出量 180 kg/年はすべて河川への排出であった。 

PRTR 対象物質簡易評価システム (日本化学工業協会, 2002) を用いて、河川への排出量が最

も多い事業所に着目し、その排出先である河川水中濃度を推定した。 

 

河川への排出量分布の推定 

大気と同様の方法により、メッシュデータによる排出量分布の推定を行った。 

 

計算条件 

数理モデル  :  PRTR 対象物質簡易評価システム 

計算対象地域  : 渋江川(関川支流)(経済産業省, 2004) 

  排出源から下流方向 1 km 

年間排出量  :  180 kg (経済産業省, 2004) 

計算期間  :  1 年 

年間平均河川流量 :  50.3 m3/s (国土交通省, 2003) 

パラメータ  :  オクタノール/水分配係数 log Kow＝0.10  (3.参照) 

  蒸気圧 0.9 (kPa) (20℃) (3.参照) 

  水溶解度 1,000 (g/L) 1)

  生物分解速度定数 2) 5.4×10-7 (1/s) 

 

推定結果 

                                                        
1) 水に混和 (3.参照) であるため、1,000 g/L と仮定した。 
2) (生物分解速度定数)＝log 2÷半減期: 分解度が高い (5.参照) ことから 360 時間と仮定 e

          ＝5.4×10-7 (1/s) 
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 推定の結果、酢酸 2-メトキシエチルの河川水中濃度は、0.11μg/L であった (製品評価技術基

盤機構, 2005)。 

 

c. 魚体内濃度の推定 

酢酸 2-メトキシエチルの魚体内濃度は、海域に生息する魚類の体内に濃縮されると仮定し、

海水中濃度と生物濃縮係数 (BCF) を乗じて魚体内濃度を推定する。ここでは、海水中濃度に

関して、海域における実測値はその測定年度が古いため用いず (表 6-1)、河川水中濃度が海域

で 1/10 に希釈されると仮定して算出する。また、河川水中濃度には、PRTR 対象物質簡易評価

システムによる推定河川水中濃度を用いた。 

 

 計算条件及び推定結果 

海水中濃度: 0.11 (μg/L)×1/10＝0.011 (μg/L) 

生物濃縮係数: 3.2 (L/kg) (5. 参照) 

魚体内濃度: 0.011 (μg/L)×3.2 (L/kg)＝0.035 (μg/kg) 

 

魚体内濃度の推定結果は 0.035μg/kg であった。 

 

6.2 水生生物生息環境における推定環境濃度 

水生生物が生息する EEC を公共用水域中の測定結果と河川水中濃度の推定結果から決定す

る (6.1.1 b, 6.1.2 b 参照)。ここでは測定データの調査年度が古くすべて不検出であったことか

ら、推定結果を優先し、EEC を 0.11μg/L とした。 

 

6.3 ヒトへの暴露シナリオ 

6.3.1 環境経由の暴露 

酢酸 2-メトキシエチルの環境経由のヒトへの暴露経路は、呼吸からの吸入暴露と飲料水及び

食物からの経口暴露が主として考えられる。食物中の濃度に関する測定結果は入手できなかっ

たため、ここでは食物として魚類のみを考慮する。 

 

6.3.2 消費者製品経由の暴露 

入手した用途情報から、酢酸 2-メトキシエチルの塗料、接着剤といった消費者製品からの暴

露の可能性が考えられるが、2002 年度 PRTR データにおいては、酢酸 2-メトキシエチルの家庭

からの排出量は推計対象となっていない。また、別途、定量的なデータを入手することができ

なかったため、本評価書においては考慮しない。 

 

6.4 ヒトの推定摂取量 

本評価書において各経路からの摂取量を推定する際、成人の空気吸入量を 20 m3/人/日、飲料

水摂水量を 2 L/人/日、魚類の摂食量を 120 g/人/日とした。 

推定摂取量の算出は、以下の仮定に従って求めた。 
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大気からの摂取量推定に用いる大気中濃度は、測定結果の採用候補が得られていないため大

気中濃度の推定結果における最大値 0.30μg/m3を採用した (6.1.2 a 参照)。 

飲料水からの摂取量推定に用いる飲料水中濃度は、飲料水に関する測定結果が入手できなか

ったため河川水中濃度で代用することとし、ここでは河川水中濃度の測定結果は調査年度が古

いため用いず、河川水中濃度の推定結果における最大値 0.11μg/L を採用した (6. 1. 2 b 参照)。 

魚類からの摂取量推定に用いる魚体内濃度は、測定結果の採用候補が得られていないため魚

体内濃度の推定結果における最大値 0.035μg/kg を採用した (6.1.2 c 参照)。 

 

これらの仮定のもとに推定したヒトでの摂取量は、以下のとおりである。 

 

大気からの摂取量：0.30 (μg/m3)×20 (m3/人/日)＝6.0 (μg/人/日) 

飲料水からの摂取量：0.11 (μg /L)×2 (L/人/日)＝0.22 (μg/人/日) 

魚類からの摂取量：0.035 (μg/kg)×0.12 (kg/人/日)＝0.0042 (μg/人/日) 

 

成人の体重を平均 50 kg と仮定して、体重 1 kg あたりの摂取量を求めると次のようになる。 

吸入摂取量：6.0 (μg/人/日) / 50 (kg/人)＝0.12 (μg/kg/日) 

経口摂取量：(0.22＋0.0042) (μg/人/日) / 50 (kg/人)＝0.0045 (μg/kg/日) 

合計摂取量：0.12 (μg/kg/日)＋0.0045 (μg/kg/日)＝0.12 (μg/kg/日) 

 

 

7．環境中の生物への影響 

7.1 水生生物に対する影響 

7.1.1 微生物に対する毒性 

調査した範囲内では、酢酸 2-メトキシエチルの微生物に関する試験報告は得られていない。 

 

7.1.2 藻類に対する毒性 

酢酸2-メトキシエチルの藻類に対する毒性試験結果を表 7-1に示す。 

淡水緑藻のセレナストラムを用いた生長阻害試験について報告されている。セレナストラム

では、ISOテストガイドラインに準拠した 72 時間EC50は 4,200 mg/L (バイオマス) と 7,900 mg/L 

(生長速度)、NOECは 3,100 mg/L (バイオマス及び生長速度) であった (Devillers et al., 2002) 

 

表 7-1 酢酸2-メトキシエチルの藻類に対する毒性試験結果 

生物種 
試験法/ 
方式 

温度

(℃) 
エンドポイント 

濃度 
(mg/L) 

文献 

淡水 
Selenastrum 
capricornutum 1) 

(緑藻、ｾﾚﾅｽﾄﾗﾑ) 

ISO 
8692 
止水 

23  
72 時間EC50 

72 時間 NOEC 
72 時間EC50

72 時間 NOEC 

生長阻害 
ﾊﾞｲｵﾏｽ 
ﾊﾞｲｵﾏｽ 
生長速度

生長速度

 
4,200 
3,100 
7,900 
3,100 
(a, n) 

Devillers et  
al., 2002 

ND: データなし、(a, n): 被験物質の測定濃度が設定値の±20%以内であったので設定濃度により表示 
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1) 現学名: Pseudokirchneriella subcapitata 
太字はリスク評価に用いたデータを示す。 

 

 

7.1.3 無脊椎動物に対する毒性 

酢酸 2-メトキシエチルの無脊椎動物に対する毒性試験結果を表 7-2に示す。 

無脊椎動物に対する急性毒性については、淡水種として甲殻類のオオミジンコ及びネコゼミ

ジンコを用いた報告がある。オオミジンコに対する 48 時間EC50 (遊泳阻害) は、245.4 mg/Lで

あった (Devillers et al., 2002)。 

また、長期毒性については、ネコゼミジンコ属の一種 (Ceriodaphnia dubia) の繁殖を指標と

した 7 日間EC10は 0.06 mg/Lであった。従来エチレングリコール類は毒性がないと考えられてい

たが、著者らは同時に行ったC. dubiaに対する他のエチレングリコール類についての 7 日間試験

でも強い影響が示されたことから、今後さらに他の水生生物に対する長期試験を実施してエチ

レングリコール類の潜在的な有害性を調べる必要があるとしている (Devillers et al., 2003)。輪

虫類のシオツボワムシの繁殖を指標とした 48 時間EC10は 490 mg/Lであったとする報告もある 

(Devillers et al., 2002)。 

海産種ではマガキを用いた 24 時間の発生に関する実験で、1,000 mg/L で胚の発育遅滞やふ化

幼生の奇形等の発生異常が認められた (Devillers et al., 2002)。 

 

表 7-2 酢酸2-メトキシエチルの無脊椎動物に対する毒性試験結果 

生物種 
大きさ/ 
成長段階

試験法/ 
方式 

温度

(℃)
硬度 

(mg CaCO3 /L)
pH エンドポイント

濃度 
(mg/L) 

文献 

淡水 
Daphnia magna 
(甲殻類、 
ｵｵﾐｼﾞﾝｺ) 

生後 
24 時間 
以内 

ISO 
6341 
止水 

20±2 250±20 7.8
± 
0.2

48 時間EC50 

遊泳阻害 
245.4 
(a, n) 

Devillers et  
al., 2002 

Ceriodaphnia 
dubia 
(甲殻類、 

ﾈｺｾﾞﾐｼﾞﾝｺ属の

一種) 

生後 
24 時間 
以内 

AFNOR1)

半止水 
25±2 250±20 8.0

± 
0.3

7 日間EC10 

繁殖 
0.06 
(m) 

Devillers et  
al., 2003 

Brachionus 
calyciflorus 
(輪虫類、ｼｵﾂﾎﾞ

ﾜﾑｼ) 

幼生 AFNOR1)

止水 
25 80-100 7.5 48 時間EC50 

48 時間EC20 

48 時間EC10 

繁殖 

2,680 
630 
490 
(n) 

Devillers et  
al., 2002 

海水 
Crassostrea 
gigas 
(貝類、ﾏｶﾞｷ) 

受精卵 止水 24±1 塩分濃度: 
30‰ 

ND 24 時間 NOEC 
24 時間 LOEC 
発生異常 

100 
1,000 

(n) 

Devillers et  
al., 2002 

ND: データなし、(a, n): 被験物質の測定濃度が設定値の±20%以内であったので設定濃度により表示、(m): 測定

濃度、(n): 設定濃度 
1) フランス規格協会 (Association francaise de normalization) テストガイドライン 
太字はリスク評価に用いたデータを示す。 

 

 

7.1.4 魚類に対する毒性 

酢酸 2-メトキシエチルの魚類に対する毒性試験結果を表 7-3に示す。 
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淡水魚としてはブルーギル、ニジマス及びキンギョ、海水魚としてはインランドシルバーサ

イドの急性毒性データがある。最小値はインランドシルバーサイドに対する 96 時間LC50の 40 

mg/Lであった (Dawson et al., 1975/77)。 

魚類の長期毒性についての試験報告は得られていない。 

 

表 7-3 酢酸2-メトキシエチルの魚類に対する毒性試験結果 

生物種 
大きさ/ 
成長段階

試験法/ 
方式 

温度

(℃)
硬度 

(mg CaCO /L)3 pH エンドポイント 
濃度

(mg/L) 
文献 

淡水 
Lepomis 
macrochirus 
(ﾌﾞﾙｰｷﾞﾙ) 

33-75 mm 止水 
通気 

23 55 7.6-
7.9

96 時間LC50 45 
(n) 

Dawson et  
al., 
1975,1977 

Oncorhynchus 
mykiss 

(ﾆｼﾞﾏｽ) 

ND OECD 
203 

半止水 

16±1 250±25 8.0
± 
0.3

96 時間LC50 40-80 
(a, n) 

Devillers et 
al., 2002 

Carassius 
auratus 

(ｷﾝｷﾞｮ) 

3.3±1.0 g APHA1)

止水 
20±1 ND ND 24 時間LC50 190 

(m) 
Bridie et al., 
1979 

海水 
Menidia 
beryllina 
(ｲﾝﾗﾝﾄﾞｼﾙﾊﾞｰ
ｻｲﾄﾞ、ﾄｳｺﾞﾛｳ

ｲﾜｼ科) 

40-100 
mm 

止水 
通気 

20 人工海水 
(比重: 
1.018) 

ND 96 時間LC50 40 
(n) 

Dawson et 
al., 1975/77

ND: データなし、(a, n): 被験物質の測定濃度が設定値の±20%以内であったので設定濃度により表示、 
(m): 測定濃度、(n): 設定濃度 
1) 米国公衆衛生協会 (American Public Health Association) テストガイドライン 
太字はリスク評価に用いたデータを示す。 

 

 

7.1.5 その他の水生生物に対する毒性 

酢酸 2-メトキシエチルのその他水生生物に対する毒性試験結果を表 7-4に示す。 

アフリカツメガエルの受精卵を用いた催奇形性試験報告があり、0、5、25、50、75、及び 100 

mg /L の試験液に半止水条件下で 5 日間暴露した試験で、100 mg /L で致死、75 mg /L 以上で眼

の奇形 (色素の消失等) に有意差が認められ、25 mg/L 以上で頭部と尾部の長さの比が対照群よ

りも有意に低下した (Devillers et al., 2002)。 
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表 7-4 酢酸2-メトキシエチルのその他の水生生物に対する毒性試験結果 

生物種 
大きさ/ 
生長段階

試験法/ 
方式 

温度

(℃)
硬度 

(mg CaCO3/L)
pH エンドポイント 

濃度

(mg/L) 
文献 

Xenopus laevis 
(ｱﾌﾘｶﾂﾒｶﾞｴﾙ) 

受精後 8
時間の卵

半止水 
閉鎖系 

 
設定濃度: 
0、5、25、
50、75 及

び

100mg/L 

23 
±1

人工調製水 
(FETAX1)溶液)

ND 5 日間 NOEC 
致死 
5 日間 NOEC 
眼の奇形  (色
素の消失等) 
5 日間 NOEC 
頭部/尾部長さ 

100 
 

75 
 
 

25 
(n) 

Devillers et 
al., 2002 

ND: データなし、(n): 設定濃度 
1) the frog embryo teratogenesis assay-Xenopus 

 

 

7.2 陸生生物に対する影響 

7.2.1 微生物に対する毒性 

調査した範囲内では、酢酸 2-メトキシエチルの微生物 (土壌中の細菌や菌類) に関する試験

報告は得られていない。 

 

7.2.2 植物に対する毒性 

調査した範囲内では、酢酸 2-メトキシエチルの植物に関する試験報告は得られていない。 

 

7.2.3 動物に対する毒性 

調査した範囲内では、酢酸 2-メトキシエチルの動物に関する試験報告は得られていない。 

 

7.3 環境中の生物への影響 (まとめ) 

酢酸 2-メトキシエチルの環境中の生物に対する毒性影響については、致死、遊泳阻害、生長 

(成長) 阻害、繁殖などを指標に検討が行われている。陸生生物に対する試験報告は得られなか

った。 

淡水緑藻のセレナストラムの生長阻害試験での 72時間EC50は 7,900 mg/L (生長速度) であり、

この値はGHS急性毒性有害性区分に該当しない。また、NOECは 3,100 mg/Lであった。 

甲殻類では、オオミジンコに対する遊泳阻害を指標とした 48 時間EC50が、245.4 mg/Lであり、

この値はGHS急性毒性有害性区分に該当しない。長期毒性については、ネコゼミジンコ属の一

種 (Ceriodaphnia dubia) の繁殖を指標とした 7 日間EC10は 0.06 mg/Lであった。 

魚類に対する急性毒性は、淡水魚のブルーギルを用いた 96 時間LC50が 45 mg/L、海水魚のイ

ンランドシルバーサイドを用いた 96 時間LC50が 40 mg/Lであり、いずれの値もGHS急性毒性有

害性区分IIIに相当し、有害性を示す。魚類の長期毒性についての試験報告は得られていない。 

その他の水生生物に対する影響は、アフリカツメガエルの催奇形性の試験データがあり、頭

部と尾部の長さの比に関する NOEC は 5 mg/L であった。 
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以上から、酢酸 2-メトキシエチルの水生生物に対する急性毒性は、魚類に対して GHS 急性

毒性有害性区分 III に相当し、有害性を示す。長期毒性についての NOEC 等は、藻類では 3,100 

mg/L、甲殻類では 0.06 mg/L である。 

得られた毒性データのうち水生生物に対する最小値は、甲殻類であるネコゼミジンコ属の一

種 (C. dubia) の繁殖を指標とした 7 日間EC10の 0.06 mg/Lである。 

 

 

8．ヒト健康への影響 

8.1 生体内運命 

調査した範囲内では、酢酸 2-メトキシエチル自体の生体内運命に関する試験報告は少ない。酢酸

2-メトキシエチルは第一段階でエチレングリコールモノメチルエーテル (以後、EGME) と酢酸に代

謝される。以下の項目では参考として、EGMEの生体内運命の試験結果を表 8-1に示す。 

a. 吸収・分布 

酢酸 2-メトキシエチルの吸収及び分布についての定量的な報告はないが、酢酸 2-メトキシエ

チルは、皮膚、肺及び消化管から容易に吸収される (IPCS, 1990)。 

雌雄の Wistar ラットに放射標識した EGME を単回腹腔内投与した結果、EGME は 5 分以内

に体内に吸収され、血漿中に検出された (Aasmoe and Aarbakke, 1997)。 
14C-EGMEを妊娠マウスに経口投与した試験で、EGMEは投与 5 分後に、母動物の肝臓、血液、

胃腸管、胎盤、卵黄のう及び胚組織において最高濃度を示し、母動物の血中濃度は投与後 24

時間でピーク時の 2～10%まで減衰した (Sleet et al., 1986)。 

 

b. 代謝 

酢酸 2-メトキシエチルの動物における代謝経路を図 8-1に示す。 

酢酸 2-メトキシエチルは、実験動物において、速やかに EGME と酢酸に加水分解され、EGME

はさらに主としてメトキシ酢酸、及び N-メトキシアセチルグリシンへ、また、一部は二酸化炭

素へ代謝される。酢酸 2-メトキシエチルの EGME と酢酸への加水分解にはカルボキシエステラ

ーゼが、また、EGME のメトキシ酢酸への酸化にはアルコール脱水素酵素が、それぞれ関与す

ると考えられている (IPCS, 2003)。 

酢酸 2-メトキシエチルはマウス、ラット、ウサギ及びイヌの鼻腔上皮、肝臓、腎臓、肺、及

び血液中のカルボキシエステラーゼによって迅速に、EGME に加水分解される (Gunnar, 2000) 。 

EGME を投与した場合、吸収された EGME は代謝され、主として尿中に排泄される。尿中の

主な代謝物として、メトキシ酢酸、N-メトキシアセチルグリシン、エチレングリコールが検出

されている (Mebus et al., 1992; Sleet et al., 1988; Sumner et al., 1992)。 

妊娠 SD ラットに EGME 3.3 mmol/kg を単回経口投与した試験で、EGME は母動物の血漿で

はメトキシ酢酸に代謝され、その消失半減期は 20±3 時間であった (Sean et al.,2000)。 

EGME 250 mg/kg を雄の SD ラットの腹腔内に単回投与した試験で、EGME はメトキシ酢酸へ

速やかに代謝されるが、メトキシ酢酸の排泄はかなり遅く、その消失半減期は約 20 時間である 

(Moss et al., 1985)。 

男性ボランティア 7 人に EGME を吸入暴露した結果、ヒトにおけるメトキシ酢酸の消失半減

 16



期は尿中で 77±9.5 時間 (平均±標準偏差) であった (Groeseneken et al.,1989)。 

 

c. 排泄 

酢酸2-メトキシエチルの排泄に関する定量的なデータはないため、EGMEの排泄のデータを

以下に示す。 

雄のラットに14C-EGME 76～660 mg/kgを1日間経口 (飲水) 投与した試験で、摂取量の50～

65%の放射能が尿中に排泄された。内訳は、尿中にメトキシ酢酸として73～90%、未変化体と

して15%以下、未同定化合物が3%、呼気中に二酸化炭素として10～12%であった。また投与さ

れた放射能の1.5～2.7%が48時間以内に糞中に排泄され、24時間後の剖検では、0.15%が精巣で

検出された (Miller et al., 1983)。 

 

表 8-1 エチレングリコールモノメチルエーテル(EGME)の生体内運命 
動物種等 投与条件 投与量 結    果 文 献 

マウス 
B6C3F1

雄 

[2-14C]-EGME  
経口投与 
静脈内投与 
全身オートラ

ジオグラフィ

ーによる分布

状態 

4.05μg/kg 1 時間あるいは 24 時間後に両投与

共に高濃度の放射能が肝臓、膀胱、

消化管粘膜、腎臓、前立腺で検出 
 
骨組織中では高濃度の放射能が 1
時間後に骨膜、24 時間後に骨髄で

検出 

Ahmed et al., 
1994 

マウス 
ICR 
雌 
妊娠 11 日目 

[14C]-EGMEを

経口投与 
100μL 分布: 投与後 5 分で、母動物の肝

臓、血液、胃腸菅、胎盤、卵黄の

う及び種々の胚組織において高濃

度を示した。 
 
代謝: 母動物の血中濃度は投与後

24 時間(グラフから読み取った数

値。文書中では 48 時間までに)で
ピーク時の 2-10%まで減衰した。 

Sleet et al., 1986 
 

ラット 
SD 
雌 
妊娠 13 日目 

EGME を単回

経口投与 
3.3 mmol/kg 吸収: EGME は母動物の血漿にお

いてメトキシ酢酸に代謝され、そ

の消失半減期は 20±3 時間 

Sean et al.,2000 

ラット 
SD 
雄 
3 匹 

EGME を単回

腹腔内投与 
250 mg/kg 代謝: EGME は速やかにメトキシ

酢酸へ代謝されるが、メトキシ酢

酸の排泄はかなり遅く、消失半減

期は約 20 時間 

Moss et al., 1985 

ラット 
Wistar 
雌雄 
各 4 匹 

放射標識した

EGME を単回

腹腔内投与 

150 mg/kg 
EGME を 0.5 
M の濃度で

蒸留水に希

釈 

吸収: (異常値の出た 1 例を除き)全
例で、5 分以内に吸収され、血漿

中で検出された。 
 
排泄: 雄は 180 分以内、雌は 150
分以内に完全に排泄された。 

Aasmoe & 
Aarbakke, 1997 

ボランティア 
7 人 
男性  
23～29 歳 

EGME を吸入

暴露 
16 mg/m3 

(別の文献で

は「5 ppm で

4 時間暴露」

とある) 

ヒトにおけるメトキシ酢酸の消失

半減期は尿中で 77±9.5 時間 (平
均±標準偏差) 

Groeseneken et 
al.,1989 

SD ラット 
雌 
3 匹 

EGME を吸入

暴露(全身) 
2 時間 

1,600 ppm 
(4,976 
mg/m3) 

暴露後の血中濃度は平均 86μ
g/mL 

Romer et al., 1985
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動物種等 投与条件 投与量 結    果 文 献 
SD ラット 
雌 
4 匹 

EGME を単回

腹腔内投与 
 

761 mg/kg 
 

投与後の血中濃度は平均 190μ
g/mL 
 
最大血中濃度は投与約 20 分後の

685μg/mL 

Romer et al., 1985

ラット 
雄 

14C-EGME を

経口 (飲水 )投
与 
24 時間 
 

76-660 mg/kg
 

投与された 50-65%の放射能が尿

中に排泄。内訳は、メトキシ酢酸

が 73-90%、EGMEが 15%以下、CO2

が 10-12%、未同定化合物が 3% 
 
1.5-2.7%が 48 時間以内に集められ

た糞中に排泄され、24 時間後の剖

検では、投与された放射能の 0.15%
が精巣で検出 

Foster et al., 
1984; Miller et 
al., 1983 

EGME:エチレングリコールモノメチルエーテル 
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図 8-1 酢酸2-メトキシエチルの代謝経路図 (出典：IPCS, 2003) 
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8.2 疫学調査及び事例 

a. 急性影響 

58 歳の女性が、眼鏡と接触した鼻部で皮膚炎を起こした事例が報告されている。眼鏡本体と

パッドを接着するために使われた酢酸 2-メトキシエチルによるものと考えられている (Jordan 

and Dahl, 1971)。 

 

b. 慢性影響 

ラッカーとエナメルワイヤー製造所で、ガラスフラスコあるいは机の表面を酢酸 2-メトキシ

エチルを用いて洗浄する作業に 15 歳から従事した女性で、初妊娠 (22 歳時) で出産した第 1

子男子に、尿道下裂、尿道索、小陰茎及び二分陰のうがみられた。第 2 子男子 (25 歳時妊娠) に、

尿道下裂及び二分陰のうが見られた。女性は酢酸 2-メトキシエチルを 1 日平均 1～2 L、1～4

時間取り扱っており、通常は手袋をして作業したが、手袋を着用しないこともあった。女性に

は奇形の家族歴はないため、著者らは、この女性の出生児にみられた奇形は酢酸 2-メトキシエ

チルが原因であると報告としている (Bolt and Golka, 1990)。参考までに、酢酸 2-メトキシエチ

ル及びその代謝産物である EGME は実験動物で奇形の発生が認められている (Hanley et al., 

1984; Horton et al., 1985; Nelson et al., 1989) が、EGME のヒトでの奇形発生については報告され

ていない。 

 酢酸 2-メトキシエチルに吸入暴露あるいは経皮暴露された造船所で働く男性塗装工に対し、

対照群 (41 名)、高濃度暴露群 (3.03 ppm、30 名、タンクの中で塗装作業をする工員)、低濃度

暴露群 (1.76 ppm、27 名、甲板室で塗装作業を行う工員) 別に尿検査及び血液学的検査を行っ

た。尿検査では、高濃度暴露群で馬尿酸メチル及びエトキシ酢酸の濃度が対照群に比べ有意に

高く、また、血液学的検査では、高濃度暴露群では平均赤血球容積が対照群より有意に高かっ

た (Kim et al.,1999)。しかし、酢酸 2-メトキシエチル以外にトルエン、キシレン等の有機溶剤

にも暴露されているため、酢酸 2-メトキシエチル単独による影響であるか判断できない。 

 

8.3 実験動物に対する毒性 

8.3.1 急性毒性 

酢酸 2-メトキシエチルの実験動物に対する急性毒性試験結果を表 8-2に示す。 

経口投与によるLD50は、ラットで 4,300 mg/kg (Smyth et al., 1941)、モルモットで 1,250 mg/kg

であった (Kirk-Othmer, 1980)。吸入暴露によるLC50は得られていないが、ウサギ、ネコに 450 

ppmの濃度で 8 時間吸入暴露した試験で、腎障害により死亡したと報告されている (Gross, 

1938)。 

また、4,000 ppm 以下の濃度で、モルモットに 1 時間、ネコに 2～6 時間吸入暴露した試験で、

死亡がみられなかった (Gross, 1938)。 

経皮でのLD50は、ウサギでの 5,240～5,560 mg/kgであった (Kirk-Othmer, 1980)。 
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表 8-2 酢酸2-メトキシエチルの急性毒性試験結果 
 マウス ラット ウサギ モルモット 

経口 LD50 
(mg/kg) 

ND 4,300 ND 1,250 

吸入 LC50 

(mg/m3) 
ND ND ND ND 

経皮 LD50 
(mg/kg) 

ND ND 5,240-5,560 ND 

ND: データなし   

 

 

8.3.2 刺激性及び腐食性 

酢酸 2-メトキシエチルの実験動物に対する刺激性及び腐食性試験結果を表 8-3に示す。 

NZW ウサギの刈毛した腹側部に、酢酸 2-メトキシエチル 0.5 ml を 4 時間閉塞適用した試験

で、刺激性はみられなかった (Zissue, 1995)。 

NZW ウサギの刈毛した腹側部に、酢酸 2-メトキシエチル 0.5 ml を 24 時間閉塞適用した試験

で、軽度の刺激性がみられた (Zissue, 1995)。 

 なお、調査した範囲内では、酢酸 2-メトキシエチルの実験動物に対する眼刺激性に関する試

験報告は得られていない。 

 

表 8-3 酢酸2-メトキシエチルの刺激性及び腐食性試験結果 

動物種等 
試験法 

投与方法 
投与期間 投与量 結 果 文献 

ウサギ 
NZW 
3 匹 

EEC 試験法 
刈毛した腹

側部 

4 時間閉

塞適用 
0.5 ml 刺激性なし Zissue, 1995 

ウサギ 
NZW 
6 匹 

Draize 試 験

法 
刈毛した腹

側部 

24 時間閉

塞適用 
0.5 ml 軽度の刺激性 Zissue, 1995 

 

 

8.3.3 感作性 

調査した範囲内では、酢酸 2-メトキシエチルの実験動物に対する感作性に関する試験報告は

得られていない。 

 

8.3.4 反復投与毒性 

酢酸 2-メトキシエチルの実験動物に対する反復投与毒性試験結果を表 8-4に示す。 

a. 経口投与 

雄のICRマウスに酢酸2-メトキシエチル 0、62.5、125、250、500、1,000、2,000 mg/kg/日を5

週間強制経口投与し、肝臓、腎臓、脾臓、心臓、精巣、精のう及び凝固腺の重量測定 (絶対重

量) と病理組織学的検査を行った。また、赤血球数、白血球数、血球容積、ヘモグロビン量を

測定した。500 mg/kg/日以上で精巣重量の減少、精細管、精子・精子細胞・精母細胞の著しい
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減少、1,000 mg/kg/日以上で用量依存的な白血球数の減少、精細管径の減少、精子及び精子細胞

の消失並びに、間細胞の増生、2,000 mg/kg/日で精細管内の精細胞の消失 (セルトリ細胞のみ残

存)、凝固腺を含む精のう重量の減少、ヘモグロビン量の減少がみられた (Nagano et al.,1984; 長

野ら,1979)。顕著な変化は精巣に対する影響と白血球数の減少だけであり、肝臓、腎臓等につ

いては重量の変化はみられず、病理組織学的にも特に変化は認められなかった。本評価書では

NOAELを250 mg/kg/日と判断する。 

雄のF344ラットに酢酸2-メトキシエチル 50、100、200、400 mg/kg/日を2日間経口投与し、

プラーク形成細胞 (PFC) アッセイにより、免疫系に対する影響を調べた実験で、50 mg/kg/

日以上で脾臓中のPFC 数の減少、200 mg/kg/日以上で赤血球凝集反応による血清抗体価の減

少がみられ、免疫抑制が認められた (Smialowicz et al., 1992)。 

 

b. 吸入暴露 

 マウス、ウサギ、モルモット及びネコに酢酸2-メトキシエチルの0、2,420、4,310 mg/m3を反

復吸入暴露した試験で、ネコは2,420 mg/m3で、マウス、ウサギ、モルモットでは4,310 mg/m3

で23日以内に軽度の昏迷と腎障害がみられたと報告されている (Gross, 1943)。また、ネコに酢

酸2-メトキシエチル 970 mg/m3を反復吸入暴露した試験で、赤血球数及びヘモグロビン濃度の

減少がみられたことが報告されている (Flury and Wirth, 1934)。しかしながら、これら二つの報

告はともにかなり古い文献であり、暴露量や暴露期間などの試験条件や詳細な結果が記載され

ておらず、信頼性に欠けるものと判断し、本評価書では採用しない。 
 

以上、酢酸 2-メトキシエチルの反復投与毒性は、雄の ICR マウスを用いた 5 週間強制経口投

与試験での、白血球及び雄の生殖器系への影響を指標とした NOAEL は 250 mg/kg/日である 

(Nagano et al.,1984; 長野ら,1979)。ただし、雌を用いたデータはない。 

なお、吸入暴露による信頼できる試験データはない。 

 

なお、参考として、酢酸 2-メトキシエチルの代謝産物であるエチレングリコールメチルエー

テル (EGME) の反復投与毒性のまとめを以下に示す。 

EGME の投与により、主に造血系、精巣に影響がみられ、その他、神経系･胸腺･腎臓･肝臓･

肺への影響もみられている。また、胸腺皮質、脾臓、リンパ節でのリンパ球の枯渇、骨髄の細

胞密度の低下がみられる。精巣への毒性影響としては、精巣萎縮、精子細胞及び精母細胞の変

性が多くみられ、EGME は精細管における生殖細胞、特に精母細胞に作用して精子形成を阻害

する。 

EGMEの吸入経路のNOAELは、NZWウサギを用いた 13 週間吸入暴露試験の精巣毒性及び胸

腺リンパ組織萎縮を指標とした 30 ppm (90 mg/m3) である (Miller et al., 1983)。経口経路では、

F344/Nラットを用いた 13 週間経口 (飲水) 試験で、雄 50 ppmに精巣萎縮、雌 50 ppmに胸腺重

量減少がみられたことから、LOAELは 50 ppm (70 mg/kg/日相当) である (U.S. NTP, 1993)。 
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表 8-4 酢酸2-メトキシエチルの反復投与毒性試験結果 
動物種等 投与方法 投与期間 投与量 結    果 文献 
マウス 
ICR 
雄 
6 週齢 
各 5 匹/
群 
(2,000 
mg/kg/
日のみ 4
匹/群) 
 

経口投与 5 週間 
5 日間/週 

0、62.5、125、250、
500、1,000、2,000 
mg/kg/日 

500 mg/kg/日以上: 
精巣重量の減少、精細管、精

子・精子細胞・精母細胞の減

少 
1,000 mg/kg/日以上:  

白血球数の減少、精細管の径

の減少、精子・精子細胞の消

失、精母細胞の減少、間細胞

の増生 
2,000 mg/kg/日: 

精細管内の精細胞の消失(セル

トリ細胞のみ残存)、凝固腺を

含む精のう重量の減少、ヘモ

グロビン量の減少 
 
NOAEL＝250mg/kg/日 
(本評価書の判断) 

Nagano et  
al., 1984; 長
野ら, 1979 

ラット 
F344 
雄 
8-10 週

齢 
各 6 匹/
群 

経口投与 2 日間 0、50、100、200、
400 mg/kg/日 

50 mg/kg/日以上:  
脾臓中の PFC 数の減少 

200 mg/kg/日以上: 
赤血球凝集反応による血清抗

体価の減少、免疫抑制 

Smialowicz et 
al.,1992 

太字はリスク評価に用いたデータを示す。 

 

 

8.3.5 生殖・発生毒性 

酢酸2-メトキシエチルの実験動物に対する生殖・発生毒性試験結果を表 8-5に示す。 

ICRマウスの妊娠6～13日目に酢酸2-メトキシエチル 0、1,225 mg/kg/日を経口投与した試験で、

母動物の体重に影響はみられなかったが、全ての母動物の子宮内で吸収胚がみられた (Hardin 

et al.,1987)。 

 

なお、参考として、酢酸2-メトキシエチルの代謝産物であるエチレングリコールモノメチル

エーテル (EGME) の生殖・発生毒性については、吸収胚の増加及び生存胎児数の減少、母動物

に毒性がみられる用量、あるいはそれより低用量で、胎児に対して体重低値、化骨遅延等の発

育抑制作用、さらには心臓奇形、外表奇形、及び骨格奇形等の催奇形性作用が認められている 

(Hanley et al., 1984; Horton et al., 1985; Nagano et al., 1981,1984; Nelson et al., 1989)。EGMEを母動

物に投与することで生成したメトキシ酢酸が、胎児に対する発生毒性を発現する物質であると

考えられている。また、メトキシ酢酸は消失半減期が長く、胎児組織中に蓄積することから、

胎児がメトキシ酢酸に長時間暴露され、その結果、発生毒性影響が現れると示唆される。EGME

の発生毒性に対するNOAELは、吸入暴露では、NZWウサギの妊娠6～18日目に吸入暴露した試

験で、吸収胚の増加、胎児に対する外表、骨格、内臓奇形の発生増加を指標としたNZWウサギ

の妊娠6～18日目に吸入暴露した試験の10 ppm (31 mg/m3) である (Hanley et al., 1984)。経口投
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与では、SDラットの妊娠7～18日目に投与した発生毒性試験で、胎児に対する心血管系の奇形

の発生増加を指標としたSDラットの妊娠7～18日目に経口投与した発生毒性試験の60 ppm (16 

mg/kg/日相当) である (Nelson et al., 1989)。 

 

表 8-5 酢酸2-メトキシエチルの生殖・発生毒性試験結果 
動物種等 投与方法 投与期間 投与量 結    果 文献 

マウス 
ICR 
雌 
投与群 : 49
匹 
対照群 : 50
匹 

経口投与 妊娠 6-13 日目 
 
妊娠 22 日目に

帝王切開 

0、1,225mg/kg/日 母動物: 体重に影響なし、全ての子宮内

に吸収胚 
Hardin et 
al.,1987 

 

 

8.3.6 遺伝毒性 

 酢酸 2-メトキシエチルの遺伝毒性試験結果を表 8-6に示す。 

in vitro 試験では、ネズミチフス菌を用いた復帰突然変異試験では、ネズミチフス菌 TA100

を使った、S9 添加した試験では 7,500μg/plate 群以上で陽性であったが、その他の菌株では S9

の有無にかかわらず、陰性であった (Zeiger et al.,1992)。 

チャイニーズハムスター卵巣 (CHO) 細胞を用いた染色体異常試験で、S9 を添加した 1,500

μg/ml (12.7μM) で陽性を示した (Loveday et al., 1990)。また、CHO 細胞を用いた姉妹染色分

体交換試験で、S9 の添加の有無にかかわらず、1,510μg/ml (12.8μM) 以上で陽性であった 

(Loveday et al., 1990)。 

酵母 D61.M/異数性、2.91～5.66%を用いた染色体異数性検出試験で、2.91%以上で陽性であっ

た (Zimmermann et al.,1985)。 

また、in vivo 試験では、チャイニーズハムスターに約 1,333 mg/kg を単回腹腔内投与した小

核試験では、陰性であった (Basler.,1986)。酢酸 2-メトキシエチルの 3,200～32,000 ppm、4,200

～42,000 ppm、500～5,000 ppm 用量を、キイロショウジョウバエに混餌投与した染色体異数性

試験で、全ての用量で陰性であった (Osgood et al,1991)。 

 

以上の結果から、酢酸 2-メトキシエチルは、in vitro において復帰突然変異試験、染色体異常

試験及び姉妹染色分体交換試験で陽性の結果を示しているが、いずれも高用量でみられた結果

である。また、in vivo において染色体異常試験及び小核試験で陰性の結果を示している。従っ

て、酢酸 2-メトキシエチルが遺伝毒性物質である可能性は小さいと考えられるが、データが限

られているため、遺伝毒性の有無については明確に判断できない。 
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表 8-6 酢酸2-メトキシエチルの遺伝毒性試験結果 

 試験系 試験材料 処理条件 用量 
結果 

－S9 ＋S9 
文献 

in 
vitro 
 

ネズミチフス菌

TA100 
    ND 0–10,000  

μg/plate 
 －  ＋ 
(7,500 μ

g/plate 以上

で陽性) 

Zeiger et 
al., 1992 

 

復帰突然変異

試験 

ネズミチフス菌

TA97 
TA98 
TA1535 
TA1537 

  ND 
 

0 – 10,000 
μg/plate 

 －  － Zeiger et 
al., 1992 

 CHO 細胞 (Aroclor125
4 で誘導し

た ラ ッ ト

S9) 

0、501、1,500、
5,010 μ g/ml 
(0、4.2、12.7、
42.4μM) 

 －  ＋ 
(＋S9 では

1,500μg/ml
以 上 で 陽

性) 

Loveday et 
al.,1990 

 

染色体異常試

験 

酵母 D61.M/異
数性 

    ND 2.91 – 5.66% ＋

(2.91% 以上

で陽性) 

Zimmerman
n et al., 
1985 

 姉妹染色分体

交換試験 
CHO 細胞 (Aroclor125

4 で誘導し

た ラ ッ ト

S9) 

0、151、503、
1,510 μ g/ml 
(0、1.3、4.3、
12.8μM) 

 ＋  ＋ 
(－S9 では

503 μ g/ml
以上、＋S9
で は 1,510
μg/ml で陽

性) 

Loveday et 
al.,1990 

3,200-32,000 
ppm (混餌投

与) 

－ 

4,200-42,000 
ppm (混餌投

与) 

－ 

染色体異常試

験 
キイロショウジ

ョウバエ /異数

性 (性染色体) 

    ND 

500-5,000 
ppm (混餌投

与) 

－ 

Osgood et 
al., 1991 

in 
vivo 

小核試験 チャイニーズハ

ムスター 
腹腔内投与 約 1,333 

mg/kg 
－ Basler, 

1986 
＋: 陽性; －: 陰性;  ND: データなし 
1) CHO 細胞: チャイニーズハムスター卵巣細胞 

 

 

8.3.7 発がん性 

 調査した範囲内では、酢酸 2-メトキシエチルの実験動物に対する発がん性に関する試験報告

は得られていない。また、国際機関等では酢酸 2-メトキシエチルの発がん性を評価していない 

(ACGIH, 2004; IARC, 2004; U.S.EPA, 2004; U.S.NTP, 2002; 日本産業衛生学会, 2004)。 

 

8.4 ヒト健康への影響 (まとめ) 

調査した範囲内では、酢酸 2-メトキシエチルの生体内運命に関する試験報告は少ないが、実

験動物において速やかにエチレングリコールモノメチルエーテル (EGME) と酢酸に加水分解
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されることから、酢酸 2-メトキシエチルは EGME と同様の生体内運命を示すものと考えられる。 

慢性影響として酢酸 2-メトキシエチルに暴露された女性 (奇形の家族歴無し) の 2 人の男子

に尿道下裂、尿道索、小陰茎及び二分陰のうが発生したとの報告があるが、いずれも 1 例ずつ

の報告があるが他に症例がなく、この症例のみから酢酸 2-メトキシエチルのヒトにおける催奇

形性を確認することは出来ない。 

実験動物における急性毒性として、経口投与によるLD50はラットで 4,300 mg/kg、モルモット

で 1,250 mg/kgであった。 

ウサギを用いた、皮膚刺激性試験で、軽度の刺激性がみられている。感作性に関する報告は

得られていない。 

反復投与毒性では、雄の ICR マウスを用いた 5 週間強制経口投与試験によって、白血球及び

雄の生殖器系に影響が認められ、経口投与による NOAEL は 250 mg/kg/日である。ただし、雌

を用いたデータはない。吸入暴露による信頼できる試験報告はない。なお、参考として、酢酸

2-メトキシエチルの代謝産物であるエチレングリコールメチルエーテル (EGME) は、主に造血

系、精巣に影響がみられ、その他、神経系･胸腺･腎臓･肝臓･肺への影響もみられている。 

生殖・発生毒性では、酢酸 2-メトキシエチルを妊娠 ICR マウスに経口投与した試験で、吸収

胚の増加がみられている。なお、参考であるが、酢酸 2-メトキシエチルの代謝産物であるエチ

レングリコールモノメチルエーテル (EGME) は胎児に対する発生毒性を発現することが報告

されている。 

遺伝毒性では、in vitro において復帰突然変異試験、染色体異常試験及び姉妹染色分体交換試

験で陽性の結果を示しているが、いずれも高用量でみられた結果である。また、in vivo におい

て染色体異常試験及び小核試験で陰性の結果を示している。従って、酢酸 2-メトキシエチルが

遺伝毒性物質である可能性は小さいと考えられるが、データが限られているため、遺伝毒性の

有無については明確に判断できない。 

調査した範囲内では、酢酸 2-メトキシエチルの発がん性に関する試験報告は得られていない。

国際機関等では酢酸 2-メトキシエチルの発がん性を評価していない。 

 

 

9．リスク評価 

9.1 環境中の生物に対するリスク評価 

環境中の生物に対するリスク評価は、水生生物を対象とし、その影響を 3 つの栄養段階 (藻

類、甲殻類、魚類) で代表させる。リスク評価は、無影響濃度等 (NOEC、LC、EC) を推定環

境濃度 (EEC) で除した値である暴露マージン (MOE) と、無影響濃度等として採用した試験デ

ータに関する不確実係数積を比較することにより行う。 

 

9.1.1 リスク評価に用いる推定環境濃度 

本評価書では、酢酸 2-メトキシエチルの公共用水域中濃度の測定結果が古く、いずれの測定

地点においても不検出であったため、酢酸 2-メトキシエチルの EEC として、PRTR 対象物質簡

易評価システムによって推定された値である 0.11μg/L を用いた (6.2 参照)。 
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9.1.2 リスク評価に用いる無影響濃度 

リスク評価に用いる酢酸 2-メトキシエチルの水生生物に対する無影響濃度等を表 9-1 に示

す。3 つの栄養段階を代表する生物種 (藻類、甲殻類、魚類) のうち、藻類及び甲殻類について

は長期毒性試験結果 (Devillers et al., 2002,2003)、魚類については急性毒性試験結果 (Dawson et 

al., 1975/77) を用いた (7.参照)。 

これらの結果から、酢酸 2-メトキシエチルの環境中の水生生物に対するリスク評価に用いる

影響濃度として、最も低濃度から影響のみられた甲殻類であるネコゼミジンコ属の一種に対す

る繁殖を指標とした 7 日間 EC10 の 0.06 mg/L (Devillers et al., 2003) をNOECと同等とみなし採

用した (表 7-2 参照)。 

 

表 9-1 酢酸2-メトキシエチルの水生生物に対する無影響濃度等 

生物レベル 生物種 エンドポイント
濃度 

(mg/L) 
文献 

藻類 
Selenastrum 
capricornutum 1)

(緑藻、ｾﾚﾅｽﾄﾗﾑ) 

72 時間 NOEC 
生長阻害 
生長速度 

3,100 
Devillers et  
al., 2002 

甲殻類 
Ceriodaphnia 
dubia 
(ﾈｺｾﾞﾐｼﾞﾝｺ属の一種) 

7 日間EC10

繁殖 
0.06 

Devillers et  
al., 2003 

魚類 
Menidia beryllina 
(ｲﾝﾗﾝﾄﾞｼﾙﾊﾞｰｻｲﾄﾞ、ﾄｳ

ｺﾞﾛｳｲﾜｼ科) 
96 時間LC50 40 

Dawson et  
al., 1975/77 

太字はリスク評価に用いたデータを示す。 
1) 現学名: Pseudokirchneriella subcapitata 

 

 

9.1.3 暴露マージンと不確実係数積の算出 

酢酸 2-メトキシエチルの環境中の水生生物に対するMOEを、甲殻類の繁殖を指標とした 7 日

間 EC10の 0.06 mg/LとEEC 0.11μg/Lを用いて、以下のように算出した。また、2 つの栄養段階

からそれぞれ採用した毒性試験データに関する不確実係数積を求めた。 

 

   MOE＝EC10 / EEC 

＝60 (μg/L) / 0.11 (μg/L) 

＝550 

 

不確実係数: 室内試験の結果から野外での影響を評価するための不確実係数 (10) 

2 つの栄養段階から 3 つの栄養段階を評価するための不確実係数 (5) 

不確実係数積: 50 

 

9.1.4 環境中の生物に対するリスク評価結果 

 表 9-2 に示すように、MOE 550 は不確実係数積 50 より大きく、酢酸 2-メトキシエチルは現

時点では環境中の水生生物に悪影響を及ぼすことはないと判断する。 
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表 9-2 酢酸2-メトキシエチルの環境中の生物に対するリスク評価結果 
EEC 

(μg/L) 
EC10

(mg/L) 
MOE 不確実係数積 

モデル推定値 
(PRTR 簡易評価システム) 

0.11 0.06 550 501)

1) 室内試験 (10)×2 生物種のみの長期試験 (5) 
 

 
9.2 ヒト健康に対するリスク評価 

 酢酸 2-メトキシエチルのヒトにおける定量的な健康影響データは得られていないため、ヒト

健康に対するリスク評価には動物試験データを用いることとする (8.参照)。リスク評価は、実

験動物に対する無毒性量等 (NOAEL、LOAEL) を推定摂取量で除した値である MOE と、評価

に用いた毒性試験データに関する不確実係数積を比較することにより行う。 

 

9.2.1 リスク評価に用いるヒトの推定摂取量 

 酢酸 2-メトキシエチルは、大気、飲料水及び食物 (魚類) を通じて主にヒトに摂取されると

推定され、それぞれの経路からの 1 日推定摂取量を表 9-3 に示す (6.4 参照)。 

 吸入、経口及び全経路のヒト成人の体重 1 kg あたりの 1 日推定摂取量 0.12、0.0045、0.12 μ

g/kg/日をヒト健康に対するリスク評価に用いる。 

 

表 9-3 酢酸 2-メトキシエチルの 1 日推定摂取量 

摂取経路 摂取量推定に用いた濃度 
1 日推定摂取量 

(μg/人/日) 

体重 1 kg あたり 
1 日推定摂取量 

(μg/kg/日) 

吸入 大気 
モデル推定値 
(AIST-ADMER) 

6.0 0.12 

飲料水 
モデル推定値  
(PRTR 簡易評価システ

ム) 
0.22 

経口 
食物 
(魚類) 

海水中濃度 (河川中濃度 
(モデル推定値)×1/10)×
生物濃縮係数 

0.0042 

0.0045 

全経路 (合計) 6.2 0.12 

 

 

9.2.2 リスク評価に用いる無毒性量 

 酢酸 2-メトキシエチルの反復投与毒性に関しては、経口の投与経路で主として血液系及び雄

の生殖器系に影響がみられている。 

 吸入経路におけるリスク評価に適した試験報告は得ることができなかった。しかし、酢酸 2-

メトキシエチルは生体内運命において、第一段階で速やかにエチレングリコールモノメチルエ

ーテル (EGME) と酢酸に加水分解する (8.参照)。ここでは EGME における反復投与毒性試験

の結果が得られていることから、代謝物である EGME についてリスク評価を参考として行う。 

 酢酸 2-メトキシエチルを吸入した場合、その 100% がEGMEに加水分解されると仮定した。

EGME における反復投与毒性試験の結果として、NZWウサギを用いた 13 週間吸入暴露におけ
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る雌雄の胸腺リンパ組織萎縮及び雄の精巣毒性を指標としたNOAEL 30 ppm (90 mg/m3) (Miller 

et al., 1983) を用いた。この値は 6 時間/日、5 日/週の頻度で得られた値であるので、１日摂取

量に換算すると 6.2 mg/kg/日 1)となった。さらに、酢酸 2-メトキシエチルに換算すると 9.6 mg/kg/

日 2)となった。 

 経口経路では、ICRマウスの 5 週間経口投与試験の精巣重量、精細管の萎縮、精子・精子細

胞・精母細胞の減少、白血球数の減少を指標としたNOAEL 250 mg/kg/日 (Nagano et al., 1984; 長

野ら, 1979) を採用した (表 8-4 参照)。この値は 5 日/週の投与頻度で得られた値であるので、1

日推定経口摂取量に換算すると、180 mg/kg/日 3)となった。 

 

 生殖・発生毒性については、ICR マウスの妊娠 6～13 日目に酢酸 2-メトキシエチル 0、1,225 

mg/kg/日を経口投与した試験で、母動物の体重に影響はみられなかったが、すべての母動物で

吸収胚がみられた (Hardin et al.,1987) という報告がある。しかし、反復投与試験の無毒性量の

濃度より高いため、MOE の算出は行わない。 

なお、酢酸 2-メトキシエチルの生体内での第一段階の代謝物である EGME が、酢酸 2-メト

キシエチルの経口及び吸入経路における反復投与毒性より低い濃度で影響がみられるとの報告

があることから、参考として代謝物である EGME について生殖・発生毒性のリスク評価を行っ

た。 

吸入経路では、NZWウサギの妊娠 6～18 日目にEGMEを投与した試験における外表、骨格及

び内臓の奇形の発生増加を指標としたNOAEL 10 ppm (31 mg/m3) (Hanley et al., 1984) を用いた。

この値は 6 時間/日の頻度で得られた値であるため、1 日摂取量に換算すると 2.9 mg/kg/日 4 )とな

った。さらに、酢酸 2-メトキシエチルに換算すると 4.5 mg/kg/日 5 )となった。 

 経口経路では、SDラットの妊娠 7～18 日目に投与した試験の胎児に対する心血管系の奇形の

発生増加を指標としたLOAEL 60 ppm (16 mg/kg/日相当) (Nelson et al., 1989) を参考に用いた。

この値を酢酸 2-メトキシエチルに換算すると 25 mg/kg/日 6 )となった。 

 

 遺伝毒性については、in vitro の復帰突然変異試験、染色体異常試験及び姉妹染色分体交換試

験の高用量では陽性を示しているが、in vivo の染色体異常試験及び小核試験では陰性の結果が

得られており、現時点では酢酸 2-メトキシエチルが遺伝毒性を有する物質であるかどうか判断

できない。 

また、発がん性に関する報告は得られていない。 

 

                                                        
1) NOAELの換算値 ＝90 (mg/m3)×1.10 (m3/日呼吸量)a)×6 (時間)/24 (時間)×5 (日) / 7 (日)×1.0 (吸収率) / 2.86 (kg体重)a)  
         ＝6.2 (mg/kg/日)  a) U.S. EPA, 1988 より Subchronic の New Zealand ウサギ (雄) のデータを使用。 
2) 酢酸 2-メトキシエチルへの換算値＝6.2 (mg/kg/日)×118.13 / 76.09＝9.6 (mg/kg/日)  (分子量換算) 
3) NOAELの換算値＝250 (mg/kg/日)×5 (日) / 7 (日)＝180 (mg/kg/日) 
4) NOAELの換算値＝31 (mg/m3)×1.17 (m3/日呼吸量)b)×6 (時間) / 24 (時間)×1.0 (吸収率) / 3.10 (kg体重)b) 

＝2.9 (mg/kg/日) 
b) U.S. EPA, 1988 より Subchronic の New Zealand ウサギ (雌) のデータを使用。 

5) 酢酸 2-メトキシエチルへの換算値＝2.9 (mg/kg/日)×118.13 / 76.09＝4.5 (mg/kg/日)  (分子量換算) 
6) 酢酸 2-メトキシエチルへの換算値＝16 (mg/kg/日)×118.13 / 76.09＝25 (mg/kg/日)  (分子量換算) 
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9.2.3 暴露マージンと不確実係数積の算出 

 酢酸 2-メトキシエチルは、ヒトに対して主に吸入と経口の暴露経路からの摂取が推定される

が、吸入暴露で評価できる試験データが無く、経口投与試験から得られた NOAEL を用いて、

経口経路及び全経路の摂取量に対する MOE を算出した。また、採用した毒性試験データに関

して不確実係数積を求めた。 

 また、参考として、EGME の反復投与毒性 (吸入経路) 及び生殖・発生毒性 (吸入経路及び

経口経路) に対する暴露マージン及び不確実係数積の算出を行った。 

 

a. 反復投与毒性に対する暴露マージンと不確実係数積 

a-1 経口経路 

ICR マウスの 5 週間、5 日間/週の経口投与試験の精巣重量の減少、精細管の萎縮、精子・精

子細胞・精母細胞の減少、白血球数の減少を指標とした NOAEL 250 mg/kg/日 (換算値 180 mg/kg/

日) を用いて、以下のように算出した。 

   MOE＝NOAEL の換算値 / ヒト体重 1 kg あたりの 1 日推定経口摂取量 

＝180,000 (μg/kg/日) / 0.0045 (μg/kg/日) 

＝40,000,000 

不確実係数: 動物とヒトの種差についての不確実係数 (10) 

個人差についての不確実係数 (10) 

試験期間の不確実係数 (10) 

不確実係数積: 1,000 

 

a-2 吸入と経口経路の合計 

吸入暴露で評価できる試験データが入手できなかったため、ここでは経口経路と同じ毒性試

験の NOAEL 250 mg/kg/日 (換算値 180 mg/kg/日)を用いて吸入と経口経路の合計摂取量に対す

る MOE を算出した。 

   MOE＝NOAEL の換算値 / ヒト体重 1 kg あたりの合計摂取量 

＝180,000 (μg/kg/日) / 0.12 (μg/kg/日) 

＝1,500,000 

この場合、不確実係数積は、経口経路での 1,000 とした。 

 

b. EGME の反復投与毒性に対する暴露マージンと不確実係数積 (参考) 

b-1 吸入経路 

 EGME におけるNZWウサギを用いた 13 週間吸入暴露における雌雄の胸腺リンパ組織萎縮及

び雄の精巣毒性を指標としたNOAEL 30 ppm (90 mg/m3) (酢酸 2-メトキシエチルへの換算値 9.6 

mg/kg/日) を用いて、以下のように算出した。 

   MOE＝NOAEL の換算値 / ヒト体重 1 kg あたりの 1 日推定吸入摂取量 

＝9,600 (μg/kg/日) / 0.12 (μg/kg/日) 

＝80,000 

不確実係数: 動物とヒトの種差についての不確実係数 (10) 
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個人差についての不確実係数 (10) 

試験期間の不確実係数 (5) 

不確実係数積: 500 

 

c. EGME の生殖・発生毒性に対する暴露マージンと不確実係数積 (参考) 

c-1 吸入経路 

 EGME におけるNZWウサギを用いた妊娠 6～18 日目にEGMEを投与した試験における外表、

骨格及び内臓の奇形の発生増加を指標としたNOAEL 10 ppm (31mg/m3) (酢酸 2-メトキシエチル

への換算値 4.5 mg/kg/日) を用いて、以下のように算出した。 

   MOE＝NOAEL の換算値 / ヒト体重 1 kg あたりの 1 日推定吸入摂取量 

＝4,500 (μg/kg/日) / 0.12 (μg/kg/日) 

＝38,000 

不確実係数: 動物とヒトの種差についての不確実係数 (10) 

個人差についての不確実係数 (10) 

不確実係数積: 100 

 

c-2 経口経路 

EGME における SD ラットを用いた妊娠 7～18 日目に経口暴露した試験の胎児に対する心血

管系の奇形の発生増加を指標とした LOAEL 60 ppm (16 mg/kg/日相当) (酢酸 2-メトキシエチル

への換算値 25 mg/kg/日) を用いて、以下のように算出した。 

   MOE＝LOAEL の換算値 / ヒト体重 1 kg あたりの 1 日推定経口摂取量 

＝25,000 (μg/kg/日) / 0.0045 (μg/kg/日) 

＝5,600,000 

不確実係数: 動物とヒトの種差についての不確実係数 (10) 

個人差についての不確実係数 (10) 

LOAEL を用いたことによる不確実係数 (10) 

不確実係数積: 1,000 

 

9.2.4 ヒト健康に対するリスク評価結果 

表 9-4 に示すように、酢酸 2-メトキシエチルの経口経路及び全経路に対するMOE 40,000,000、

1,500,000 はいずれも不確実係数積 1,000 よりも大きく、現時点ではヒト健康に悪影響を及ぼす

ことはないと判断する。 

なお、参考として行った EGME の NOAEL を用いて算出した MOE 80,000 (吸入経路) は不確

実係数積 500 より大きい。また、生殖・発生毒性に対しても EGME の試験結果を用いて参考

として算出した MOE 38,000 (吸入経路)、5,600,000 (経口経路) は不確実係数積 100、1,000 より

大きい。 
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表 9-4 酢酸2-メトキシエチルのヒト健康に対するリスク評価結果 

摂取経路 
体重 1 kg あたりの

1 日推定摂取量 
(μg/kg/日) 

NOAEL 
(mg/kg/日) 

MOE 不確実係数積

吸入 (参考) 0.12 9.61) 2) 80,0001) 5001)3)

経口 0.0045 1804) 40,000,000 1,0005)
一般毒性 

全経路 
(合計) 

0.12 1806) 1,500,000 1,0005)

吸入(参考) 0.12 4.51) 7) 38,0001) 1001)8)生殖・発生

毒性 経口(参考) 0.0045 251) 9) 5,600,0001) 1,0001)10)

1) EGME の試験結果を用いた参考値。 
2) EGME における 6 時間/日、5 日/週の試験 90 mg/m3を酢酸 2-メトキシエチルに換算した値 
3) 種差 (10)×個人差 (10)×試験期間 (5) 
4) 5 週間、5 日間/週の試験 250 mg/kg/日の換算値 
5) 種差 (10)×個人差 (10)×試験期間 (10) 
6) 経口経路における NOAEL を用いた 
7) EGME の 6 時間/日の試験 31 mg/m3を酢酸 2-メトキシエチルに換算した値 
8) 種差 (10)×個人差 (10) 
9) EGME の試験 16 mg/kg/日の酢酸 2-メトキシエチルへの換算値 
10) 種差 (10)×個人差 (10)×LOAEL の使用 (10) 

 

 

9.3 まとめ 

現時点で、酢酸 2-メトキシエチルは環境中の水生生物及びヒト健康に対し悪影響を及ぼすこと

はないと判断する。 
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